
有効求人倍率の推移（季節調整値）

職業紹介主要指標

24年 6月 24年 5月
前月比
（差）

23年 6月
前年同月比
（差）

１． 6,386 7,483 ▲ 14.7 7,473 ▲ 14.5

２． 28,545 29,637 ▲ 3.7 30,074 ▲ 5.1

３． 7,110 6,979 1.9 6,611 7.5

４． 18,219 18,575 ▲ 1.9 15,345 18.7

５． 12,292 13,531 ▲ 9.2 12,547 ▲ 2.0

６． 2,802 3,133 ▲ 10.6 2,864 ▲ 2.2

７． 2,657 2,981 ▲ 10.9 2,712 ▲ 2.0

0.72 0.71 0.01 0.58 0.14

0.64 0.63 0.01 0.51 0.13

９．就職率 (％) 43.9 41.9 2.0 38.3 5.6

10．充足率 (％) 37.4 42.7 ▲ 5.3 41.0 ▲ 3.6

11． 2,292 2,674 ▲ 14.3 2,646 ▲ 13.4

12． 11,737 12,176 ▲ 3.6 12,507 ▲ 6.2

13． 4,267 4,640 ▲ 8.0 4,444 ▲ 4.0

14． 903 1,042 ▲ 13.3 950 ▲ 4.9

15．就職率 (％) 39.4 39.0 0.4 35.9 3.5

16． 19,936 19,893 0.2 19,649 1.5

17． 275,115 274,646 0.2 272,195 1.1

18． 1,757 2,476 ▲ 29.0 1,983 ▲ 11.4

19． 1,597 2,309 ▲ 30.8 1,858 ▲ 14.0

20． 7,044 7,440 ▲ 5.3 7,807 ▲ 9.8

21． 796,024 857,716 ▲ 7.2 931,360 ▲ 14.5

6月の雇用の動き
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本県の労働市場は、有効求人倍率（季節調整値）が、前月を0.01ポイント上回り0.72倍で、前年同月差で

は、0.14ポイント上昇し28か月連続の上昇となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で10か月連続減少し、有効求職者数（原数値）も、15か月連続で

減少している。新規常用求職者を求職時の態様別にみると、事業主都合離職者は前年同月比で23.5%減、無

業者同37.0%減、自己都合離職者同5.9%減、在職者同1.3%増となった。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で28か月連続増加し、有効求人数（原数値）も28か月連続増

加している。

産業別にみると、宿泊業,飲食サービス業が206人（28.7%）減（うち飲食店が166人（28.5%）減）、運輸

業,郵便業が、74人（17.5%）減、情報通信業が59人（41.3%）減となり、18産業中7産業で減少した。一方、

卸売業,小売業が233人（25.5％）増、サービス業（他に分類されないもの）が184人（23.9%）増、医療,福

祉が179人（11.3％）増、製造業が142人（18.6%）増（18産業中10産業で増加）となっており、全体で499人

（7.5％）の増加となった。

規模別にみると、前年同月比で29人以下規模事業所が190人（4.8％）増となっている。又、500人～999人

規模事業所の増は、臨時求人によるものである。

職業紹介状況は、前年同月比で紹介件数が2.0％減の 12,292件となり、就職件数も2.2％減の2,802件と

なった。 うち、パートの紹介件数は 7.9％減の 3,275件となり、就職件数は10.7％減の953件となった。

就職率（対新規求職者）は、5.6ポイント上回って43.9％となった。

雇用失業情勢は、引き続き緩やかな改善傾向が見られるものの、円高の長期化、電力不足等の景気下揺れ

リスクがあり、本県経済の動き、求人・求職の動向を注視する必要がある。


